



















1 － 1 　消費市場としてのASEAN諸国
近年，この ASEAN 諸国の経済成長が著しい。201６年時点で ASEAN 諸
国の人口は，約６.4億人，GDP は2.５兆円程度， 1 人当たりの名目 GDP は





























（ 2 ）　高橋陽子（201５）「アジアインサイト　ASEAN 諸国における高齢化の進展」参照。
（ ３ ）　安永英資・武谷由紀（2014）「研究員リポート　メコン地域の経済回廊について
（前篇）」『日経研月報』2014年 ６ 月号参照。
（ 4 ）　イオン株式会社 HP　企業情報，日経ビジネス（2012）「ベトナム　地の利生かし
て近代工業化」『日経ビジネス』2012年10月 8 日号，pp.104-10５参照。






























（ ７ ）　日経流通新聞201７年 ７ 月12日記事参照。
（ 8 ）　2012年に ６ 月に店名を「ファミリーマート」から「CU　ウィズ・ファミリーマー
ト」に名称変更され，出店戦略についても現地パートナー主導で進んでいくなかで
ファミリーマート社は契約していた晋光グループ（現・BGF リテール）との契約を































































































































































3 ．メコン地域における日系 CVS の店舗運営レベルを中心とした
　　人材・ビジネス教育の実態






































































部分を補完している。日系 CVS の SOP に対する過大評価はここにある（28）。
④手探りの教育（現地でのマニュアルづくり）
各国の実情に合わせたマニュアルや教育方法を出店しながら「手探り」で
行っているのが現状である。
職能領域から考えると，部門横断的な職能（多能工）として仕事に対して
取り組む傾向が高い日本と比べ，メコン地域等での職能領域は一般的に専門
的な面が中心となり，自分の割り当てられた仕事のみに従事する傾向が強い。
部門横断的な能力を求められキャリアを蓄積してきた現地駐在員にとっては，
専門的な部分のみ従事するローカルスタッフを教育することに対するギャッ
プは大きいものと考えられる。
⑤キャリアパスの不明確さと人材流出
給料はキャリアを形成するうえで重要な要素であり，そのためにジョブ・
ホップが生じる。しかし，給料だけでなく，自分がその仕事に従事すること
で成長すると感じ，勤続している従業員も多く存在する。
（28）　この点については鍾（201６）でも指摘されているが，人材・ビジネス教育の体制を
構築していくなかで，さらに多く見つかっているものと考えられる。
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第 2 章　日系小売進出企業における人材・ビジネス教育の実態
当該企業で働くことで今後自分がどのようになりうるのか，明確なビジョ
ンの伝達がうまくいっていない場合が多い。
⑥現地指導役（現地駐在員）の人材に関する問題
現地の店舗運営に関する指導役はパートナー企業側からの選出者と日系
CVS 企業側の現地駐在員の双方で運営状況を確認していくこととなる。し
かし，そもそもパートナー企業の選出する人材は，上述のとおり小売経営の
知識が乏しい場合が多い。
現地駐在員には販売（営業），管理（会計）の知識を備えた人材の配置が必
須となるため，ある程度のキャリアを積んだ人材でないとその役目は務まら
ない。この人材にも限りがあり，多店舗展開を阻む要因となっている。
おわりに
メコン地域では，貧富の差が激しく，富裕層は小売企業を自身で行うこ
とはほとんどない。そのため，欧米の MBA 取得者などを責任者として雇い，
運営することは多い。このように，メコン地域においてチェーン展開を志向
する小売企業においては，有力なオーナーを探すことは必須だが，オーナー
になりうる素質を持つ人材は日本と比べると不足している。それが多店舗展
開を抑制する要因になっているものと思われる。したがって，本部や店舗で
の人材育成では多店舗展開をするための人材育成をしていくことが重要とな
る。
